
消防費

平成 27年度のおもな事業

( 単位：万円 )

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引
農 業 共 済 特 別 会 計 17,938 17,760 178

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引 翌 年 度 
繰越財源

実 質
収 支 額

国民健康保険特別会計事業勘定 908,117 871,109 37,008 0 37,008
国民健康保険特別会計直診勘定 23,374 21,723 1,651 0 1,651
介護保険特別会計保険事業勘定 622,490 607,660 14,830 0 14,830
介 護 保 険 特 別 会 計 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 5,691 5,458 233 0 233
訪問看護ステーション特別会計 1,824 1,615 209 0 209
地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 934 846 88 0 88
駐 車 場 特 別 会 計 2,330 2,180 150 0 150
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 80,799 79,168 1,631 0 1,631
看護専門学校特別会計 15,406 13,963 1,443 0 1,443

合　　　計 1,660,965 1,603,722 57,243 0 57,243

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

水道事業会計
211,722 209,991 1,731

資本的収入 資本的支出 差　引
86,749 135,044 △ 48,295

※水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金４億 3,800 万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額 4,495 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

( 単位：万円 )

③ 企業会計 地方公営企業法の適用を受ける
公営企業の会計

歳
入

事業のために借りたお金の返済金

平成
　　  年度

27 決算報告

　平成 27 年度　丹波市の決算概要をお知らせします

前年度に比べ 56 億 6,133 万円減額となりま
した。減額の要因として繰入金（73.5％減）
や市債（51.8％減）の減額があげられます。

総額 409 億 4,236 万円

① 一般会計 福祉や教育、道路整備などにかかる基本的な会計② 特別会計 特定の事業を行うために一般会
計と区別して処理する会計

地方譲与税　  、地方消費税交付金 　 、自動車取得税交付金　  、
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

　　 そ の他交付金等　18 億 4,850 万円

前年度に比べ 52 億 1,911 万円減額となり
ました。一般廃棄物処理施設建設事業、幼
保一元化事業、消防緊急指令装置・無線デ
ジタル化事業などの減額が要因です。

総額 367 億 1,904 万円歳
出

【用語解説】

国庫支出金・
県支出金

市が行う特定の事務事業などに、国や県から
交付されるお金

市債

地方交付税　 市の財政力に応じて国から交付されるお金
財源は、所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税

地方譲与税 国税として徴収した税を地方に配分するお金

地方消費税交付金 消費税 8％のうち、地方分１.7％の半分を県に、残りの
半分を人口等に基づき市町に配分し交付されるお金

自動車取得税
交付金　 自動車取得税の一部が県から交付されるお金

分担金・負担金 特定の事業費の一部を利用者や受益者が負担するお金

使用料・手数料 　公共施設使用料や各種証明手数料など

諸収入 収入の性質によりいずれの科目にも含まれない収入を
まとめたもの

公債費

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※ 10

※ 4 ※５ ※ 6

大きな事業をするときに借りるお金

総務費
・情報システム管理事業（繰越分含）　４億 7,256 万円
・庁舎整理統合準備事業　１億 5,156 万円
・自治会活動事業　9,303 万円
民生費
・保育所運営費　12 億 5,625 万円
・児童手当支給事業　10 億 7,891 万円
・障がい福祉サービス等給付事業　８億 6,325 万円
衛生費
・丹波市クリーンセンター管理運営事業　４億 5,477 万円
・地域医療対策事業（繰越分含）　２億 9,490 万円
・篠山清掃センター管理運営事業　１億 8,309 万円
農林水産業費
・多面的機能発揮促進事業　３億 5,264 万円
・治山事業（繰越分含）　１億 8,594 万円
・林業補助金交付事業（繰越分含）　7,048 万円
商工費
・商工振興事業（繰越分含）　6 億 4,505 万円
・指定管理者導入施設管理事業　8,177 万円
・観光振興事業（繰越分含）　6,407 万円
土木費
・国庫交付金等道路整備事業（繰越分含）　３億 9,120 万円
・道路維持修繕事業（繰越分含）　２億 9,858 万円　
・プロジェクト関連事業　２億 5,267 万円
消防費
・消防団管理事業　２億 8,938 万円
・非常備消防施設整備事業（繰越分含）　1 億 5,605 万円　
・非常備消防水利整備事業（繰越分含）　8,946 万円　
教育費
・小学校施設整備事業（繰越分含）　　7 億 5,407 万円
・学校給食管理事業　4 億 8,366 万円
・中学校施設整備事業　2 億 9,408 万円

※繰越分とは、平成 26 年度中に完了しなかった
事業の予算を、平成 27 年度に繰り越して実施し
た事業費のことです。

　1 人あたりの歳出総額　

約55万円

　

平
成
27
年
度
は
、
平
成
26
年
８
月
16
日
豪
雨

災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興
を
加
速
さ
せ
る
た
め
、

「
被
災
地
の
復
旧
・
復
興
事
業
」
を
最
優
先
に
取

り
組
み
ま
し
た
。「
人
と
人
、
人
と
自
然
の
創
造

的
交
流
都
市
」
を
将
来
像
と
し
て
掲
げ
た
「
第

２
次
丹
波
市
総
合
計
画
」
の
前
期
基
本
計
画
に

基
づ
く
６
つ
の
ま
ち
づ
く
り
の
目
標
実
現
に
向

け
て
様
々
な
施
策
の
展
開
を
図
り
ま
し
た
。

豪
雨
災
害
関
連
事
業
費　

　

一
般
会
計　
　
　
　
　

６
億
９
，
9
９
3
万
円

　

一
般
会
計
（
繰
越
分
）
23
億
３
，
４
０
９
万
円

　

下
水
道
事
業
会
計　
　
　
　
　
　
１
１
７
万
円

　

下
水
道
事
業
会
計
（
繰
越
分
）
２
，
６
８
５
万
円

　

水
道
事
業
会
計　

 　
　
　

 

1
億
９
２
２
万
円

　

水
道
事
業
会
計
（
繰
越
分
）
１
億
３
，
５
４
８
万
円

　納められた税金がどのように使
われ、どのような財政状況なのか。
現在の貯金や借金の説明などを交
え、市のお金の使い道についてお
知らせします。

１２３４５

25 億 6,609 万円

9 億 4,103 万円 労働費 3,632 万円

12 億 8,373 万円

24 億 3,912 万円

農
林
水
産
業
費

議会費２億 2,615 万円

衛生費
30 億 603
万円

総務費
40 億 1,065
万円

民生費
96 億 7,796
            万円

土木費
34 億 3,725
万円

教育費
40 億 2,622
            万円

公債費
50 億 6,849
　　　  万円

商
工
費

※ 10※１

46 億 6,554 万円

分担金・負担金　２億 2,508 万円

繰入金７億 5,997 万円

使用料・手数料     ５億 8,378 万円

その他　2 億 7,336 万円

諸収入        11 億 7,966 万円※９

市　民　税 31 億 5,203 万円
固定資産税 38 億 4,293 万円
軽自動車税 １億 9,628 万円
市たばこ税 ４億 3,415 万円
入　湯　税 13 万円市税

76 億 2,552 万円

地方交付税
134 億 2,179 万円

※３

自主財
源

37 ％

依存財

源
63

%

市債

国 庫・ 県 支 出 金
64 億 816 万円 歳　入

409 億
4,236 万円 繰越金

※２

  市税内訳

災害復旧費

39 億 5,100 万円

※ 7

※ 8

６

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

下水道事業会計
393,949 416,416 △ 22,467

資本的収入 資本的支出 差　引
156,653 226,858 △ 70,205

※下水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、当年度分損益勘定
留保資金 8,280 万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 159
万円、繰越工事資金 304 万円及び引継金６億 1,462 万円で補てんしました。
※資本的収入額は、翌年度繰越額に係る財源 236 万円を控除しています。

( 単位：万円、税込 )

「誇りのもてる住んでよかった丹波市」平成 27 年度のまちづくりテーマ

　
　
「
み
ん
な
で
支
え
、
育
む
生
涯
健
康
の
ま
ち
」

　

市
内
の
医
療
提
供
体
制
の
確
保
と
救
急
医
療

の
充
実
を
図
る
た
め
、
県
立
柏
原
病
院
と
の

連
携
や
柏
原
赤
十
字
病
院
へ
の
支
援
を
行
い

ま
し
た
。（
地
域
医
療
対
策
事
業　

２
億
9
，

4
4
0
万
円
）

　
　
「
誰
も
が
住
み
た
い
定
住
の
ま
ち
」

　

資
源
循
環
型
社
会
の
形
成
を
目
指
す
た
め
、

ご
み
の
減
量
化
や
再
資
源
化
の
啓
発
を
行
い
ま

し
た
。（
丹
波
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
管
理
運

営
事
業　

４
億
5
，
4
7
7
万
円
）

　
　
「
あ
い
さ
つ
で
つ
な
ぐ
安
心
し
て
暮
ら
せ

る
ま
ち
」

　

地
域
住
民
の
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
消
防

車
両
、
消
防
詰
所
兼
車
庫
を
適
正
に
管
理
し
、

計
画
的
に
更
新
し
ま
し
た
。（
非
常
備
消
防
施

設
整
備
事
業　

１
億
5
，

6
0
5
万
円
［
繰
越

分
含
］）

　
　
「
美
し
い
自
然
と
環
境
を
大
切
に
す
る
源

流
の
ま
ち
」

　

林
地
残
材
の
需
要
を
つ
く
り
、
新
た
な
産
業

創
造
の
可
能
性
を
探
る
た
め
、
薪
ボ
イ
ラ
ー
の

導
入
の
可
能
性
調
査
を
行
い
ま
し
た
。（
新
・
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
普
及
事
業　

1
，
8
6
0
万
円
）

　
　
「
ふ
る
さ
と
に
愛
着
と
誇
り
を
も
っ
た
人

づ
く
り
の
ま
ち
」

　

認
定
こ
ど
も
園
、
保
育
所
、
幼
稚
園
な
ど
に

対
す
る
給
付
の
新
設
に
よ
り
、
教
育
・
保
育

事
業
の
量
的
確
保
と
質
的
向
上
を
図
り
ま
し

た
。（
幼
児
教
育
・
保
育
推
進
事
業　

２
億
5
，

5
8
6
万
円
）

　
　
「
丹
波
力
を
活
か
し
た
創
意
あ
る
元
気
な
ま
ち
」

　

農
業
・
農
村
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
の
た
め

の
地
域
活
動
や
、
担
い
手
の
育
成
な
ど
の
構
造

改
革
を
支
援
し
ま
し
た
。（
多
面
的
機
能
発
揮

促
進
事
業　

３
億
5
，
2
6
4
万
円
）

歳　出
367 億

1,904 万円
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情
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会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水 道 事 業 会 計 － 20.0
下 水 道 事 業 会 計 － 20.0
地方卸売市場特別会計 － 20.0

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

指標名 健全化判断比率 早期健全
化基準

財政再生
基準

①実質赤字比率 － 12.27   20.00
②連結実質赤字比率 － 17.27 30.00
③実質公債費比率 6.8（ 12 位） 25.0    35.0
④将来負担比率 18.5（12 位） 350.0    
※①②については実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」
としています。
※一般会計と公営事業会計を含めた全会計の歳入と歳出の差引額

（連結実質収支額）は、83 億 4,823 万 6 千円の黒字となっています。
※③④健全化判断比率の (　) 内は県内 41 市町中での順位です。

※資金不足比率とは、水道・下水道などの公営企業会計の資
金不足額の料金収入規模に対する割合です。
※資金不足が生じていないため、「－」としています。

　
　
引
き
続
き
健
全
な
財
政
運
営
に

　
　
取
り
組
み
ま
す

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性

を
確
認
す
る
た
め
の
指
標
で
あ
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資
金
不
足

比
率
」
は
毎
年
度
算
定
し
、
監
査
委
員
の

審
査
を
受
け
ま
す
。
そ
の
意
見
を
付
け
て

議
会
に
報
告
し
、
市
民
の
み
な
さ
ん
に
公

表
し
ま
す
。

こ
の
指
標
の
う
ち
、
一
つ
で
も
基
準
を

超
え
る
と
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策

定
や
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る
「
早
期
健

全
化
団
体
」
に
移
行
し
ま
す
。
さ
ら
に
悪

化
す
る
と
、
破
た
ん
状
態
の
「
財
政
再
生

団
体
」
と
な
り
、
事
実
上
国
の
管
理
下
に

置
か
れ
ま
す
。

丹
波
市
の
平
成
27
年
度
決
算
に
基
づ
く

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資

金
不
足
比
率
」
は
、
上
記
の
と
お
り
す
べ

て
適
正
な
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

収
支
面
で
は
健
全
性
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
た
と
言
え
ま
す
が
、
今
後
も

経
常
収
支
比
率
お
よ
び
実
質
公
債
費
比
率

な
ど
の
指
標
の
動
向
に
注
意
し
、
引
き
続

き
健
全
な
財
政
運
営
に
取
り
組
み
ま
す
。

【用語解説】

■資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

①実質赤字比率

自治体の収入に対する一般会計などの赤字

割合です。

＊１年間の収入と支出の結果で、赤字だっ

たのか・黒字だったのかを判定します。

②連結実質赤字比率

自治体の収入に対する全会計の赤字割合です。

＊全会計の１年間の収入と支出の結果で、

赤字だったのか・黒字だったのかを判定し

ます。

③実質公債費比率

→前ページ参照。

④将来負担比率

自治体の収入に対する外郭団体なども含め

た将来的に負担が見込まれる負債（借入金

残高等）の割合です。

＊借入金残高や基金の状況などをもとに将

来の負担が収入に対してどの位の割合なの

かを判定します。

平成27年度決算に基づく
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

と
は
、
家
計
の
や
り
く
り
に
例
え

る
と
、
日
々
の
生
活
に
お
け
る
収
入
と

支
出
の
状
況
や
、
現
在
の
借
金
と
貯
金

の
バ
ラ
ン
ス
を
現
し
た
も
の
で
す
。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の
健
全

性
を
確
認
す
る
た
め
の
目
安
だ
と

お
考
え
く
だ
さ
い
。

財
政
指
標
っ
て
？

「財政指標」

を公表します

貯金（基金）１人あたり 22万円

借金（市債）１人あたり 116万円

◇基金残高

＊大きな事業をするときは、15 年・20 年などローン
を組んで、公債費で長期間計画的に返済します。また、
今後の見通しや財政状況などを考慮しながら、繰り
上げ償還（返済）をすることもあります。

＊丹  波  市 6.8％  前年度比 1.6 ポイント改善 
＊県内平均 9.2％　平成 26 年度数値

＊自治体の収入に対する借金返済額の割合で、特別
会計への繰出金のうち借入金返済相当分も含んでい
ます。家計に例えると、収入に対するローン返済額
の割合です。低いほど余裕があり、高いほど苦しい
家計（財政）となります。

＊家庭での貯金と同じく、市でも目的に応じて貯金を
しています。貯金全体の残高は、市発足時（平成 16 年度）
より約 23 億円増えています。

実質公債費比率 6.8 ％

総額 146 億 3,183 万円

総額 772 億 5,415 万円

80 億円： 特定目的基金（特
定の目的のための積立金）
10 億円：減債基金（市債
の返済を計画的にするた
めの積立金）
51 億円：財政調整基金（年
度間の財源の不均衡を調
整するための積立金）

＊一般会計 141 億円の内訳

1

25.0

一部地方債の借入
れが制限される

「起債制限団体」

地方債の発行に県の
許可が必要な「起債
許可団体」

18.0 30

兵庫県
平均
9.2

丹波市
6.8

16 年度      26 年度      27 年度  

億円

170
150
140
120
100
80
60
40
20

経常収支比率 84.8％

＊人件費や公債費など、どうしても必要なお金が収
入全体のどれくらいを占めているかを表します。家
計に例えると、必ず入る収入（給与など）に占める
食費や光熱費などの割合にあたります。低いほど余
裕がある家計（財政）となり、通常 75％以内が理想
とされています。

75 100
丹波市
84.8

兵庫県内市平均
92.4（平成 26 年度数値）

（％）

※一本算定とは、合併した市町村をひとつの自治体として普通交
付税を算定することです。なお、合併後の一定期間に限り、一本
算定した場合と、合併前の市町村の状態にあるものと仮定した合
算額とを比較し、有利な方を採用するのが「合併算定替」です。

（％）
経常収支比率の推移

17 年度　     22 年度   　 23 年度 　  24 年度 　25 年度　  26 年度    27 年度

110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

類似団体

丹波市（一本算定）

丹波市※

◇市債残高の推移

丹波市

兵庫県内
市平均

財政力指数
[0.43］

丹波市
0.43

兵庫県平均
0.73

０

※県平均は平成 26 年度数値

地方公共団体がどれくら
い自力で財源を調達でき
るかを示すもので、数値
が「１」に近づくほど裕
福な財政とされています。
＊「１」を超えると独自
の収入が十分あり、普通
地方交付税が交付されな
い団体となります。

１

　 国保 
（直診勘定）

→水道事業

16 年度      23 年度      24 年度　   25 年度　 26 年度　 27 年度

1,061 億円

773 億円

11 年間で△ 288 億円

114

312

365

114

365

363

5
114

348

345

5
116

330

334

5

一般会計

下水道事業

５

数字で見る

丹波市の財政力

丹波市
（一本算定）

※

特別会計 31

92
一般会計

123 億円
146 億円153 億円

特別会計 14

139
一般会計

88.6

93.6

84.1
85.2

96.7
99.3

91.8

98.0

92.3

83.1

84.3

95.8
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81.2

89.6 90.2

82.2

98.7

89.8

91.6

83.0

5

億円
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0

96.0

特別会計５

141
一般会計

113

298

358

4

93.7

90.9

92.4

84.8

→

　　　　　　　　  ※

「誇りのもてる住んでよかった丹波市」平成 27 年度のまちづくりテーマ
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　　９44 簡易水道
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